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この改正票は，ＤＳＰ Ｋ ２２０６Ｆ（航空タービン燃料）についてのものであ

り，ＤＳＰ Ｋ ２２０６Ｆ(３)を含め累積記載されている。この改正票はＤＳＰ 

Ｋ ２２０６Ｆと併用される。 

 

1.2 種類 の表１を次のように改める。 

1.2 種類 

表１－種類 

種 類 物 品 番 号 納 入 区 分 参 考 

ＪＰ－４ 
９１３０－４０７－５６１２－５ バルク  

広沸点範囲 

ガソリン形 
９１３０－４０７－５６１４－５ ドラム 

ＪＰ－４Ａ ９１３０－４１４－０５９８－５ バルク 

ＪＰ－５ 
９１３０－００７－５７８３－５ バルク 高引火点 

灯油形 ９１３０－３１５－１５２５－５ ドラム 

Ｊｅｔ Ａ－１ 
９１３０－４２３－９４２３－５ バルク 

低析出点 

灯油形 

９１３０－４２８－０６５８－５ ドラム 

Ｊｅｔ Ａ－１＋ 
９１３０－４２８－０６５６－５ バルク 

９１３０－４２８－０６５７－５ ドラム 

 

1.4 a）1) を次のように改める。 

1.4 a）1) 規格 

    ＪＩＳ Ｋ ２２４９－１ 原油及び石油製品－密度の求め方－第１部：振動法 

     ＪＩＳ Ｋ ２２４９－２ 原油及び石油製品－密度の求め方－第２部：浮ひょう法  

          ＪＩＳ Ｋ ２２４９－３ 原油及び石油製品－密度の求め方－第３部：ピクノメータ法 

          ＪＩＳ Ｋ ２２４９－４ 原油及び石油製品－密度の求め方－第４部：密度・質量・容量換算表 

          ＪＩＳ Ｋ ２２５１ 原油及び石油製品－試料採取方法 

          ＪＩＳ Ｋ ２２５４ 石油製品－蒸留性状の求め方 

          ＪＩＳ Ｋ ２２５８－１ 原油及び石油製品－蒸気圧の求め方－第１部：リード法 

          ＪＩＳ Ｋ ２２５８－２ 原油及び石油製品－蒸気圧の求め方－第２部：３回膨張法 

          ＪＩＳ Ｋ ２２６１ 石油製品－自動車ガソリン及び航空燃料油－実在ガム試験方法－噴射蒸発法 

          ＪＩＳ Ｋ ２２６５－１ 引火点の求め方－第１部：タグ密閉法 

          ＪＩＳ Ｋ ２２６５－３ 引火点の求め方－第３部：ペンスキーマルテンス密閉法 

          ＪＩＳ Ｋ ２２７６ 石油製品－航空燃料油試験方法 

          ＪＩＳ Ｋ ２２７９ 原油及び石油製品－発熱量試験方法及び計算による推定方法 

          ＪＩＳ Ｋ ２２８３ 原油及び石油製品－動粘度試験方法及び粘度指数算出方法 
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       ＪＩＳ Ｋ ２５１３ 石油製品－銅板腐食試験方法 

       ＪＩＳ Ｋ ２５３６－１ 石油製品－成分試験方法 第１部：蛍光指示薬吸着法 

       ＪＩＳ Ｋ ２５３７ 石油製品－煙点の求め方 

        ＪＩＳ Ｋ ２５４１－１  原油及び石油製品－硫黄分試験方法  第１部：酸水素炎燃焼式ジメチルスルホナゾⅢ 

滴定法 

        ＪＩＳ Ｋ ２５４１－２  原油及び石油製品－硫黄分試験方法  第２部：微量電量滴定式酸化法 

        ＪＩＳ Ｋ ２５４１－３  原油及び石油製品－硫黄分試験方法  第３部：燃焼管式空気法 

        ＪＩＳ Ｋ ２５４１－４  原油及び石油製品－硫黄分試験方法  第４部：放射線式励起法 

        ＪＩＳ Ｋ ２５４１－５  原油及び石油製品－硫黄分試験方法  第５部：ボンベ式質量法 

        ＪＩＳ Ｋ ２５４１－６  原油及び石油製品－硫黄分試験方法  第６部：紫外蛍光法 

        ＪＩＳ Ｋ ２５４１－７  原油及び石油製品－硫黄分試験方法  第７部：波長分散蛍光Ｘ線法(検量線法) 

        ＪＩＳ Ｋ ２５８０ 石油製品－色試験方法 

     ＮＤＳ Ｚ ０００１ 包装の総則 

ＡＳＴＭ Ｄ ８６        Sｔａｎｄａｒｄ Test Method for Distillation of Petroleum Products and Liquid Fuels at 

Atmospheric Pressure 

        ＡＳＴＭ Ｄ １６５５ Sｔａｎｄａｒｄ Specification for Aviation Turbine Fuels 

ＡＳＴＭ Ｄ ２３８６   Sｔａｎｄａｒｄ Test Method for Freezing Point of Aviation Fuels 

ＡＳＴＭ Ｄ ３３３８   Sｔａｎｄａｒｄ Test Method for Estimation of Net Heat of Combustion of Aviation Fuels 

ＡＳＴＭ Ｄ ４０５２   Sｔａｎｄａｒｄ Test Method for Density, Relative Density, and API Gravity of Liquids by 

Digital Density Meter 

        ＡＳＴＭ Ｄ ５４５２ Standard Test Method for Particulate Contamination in Aviation Fuels by Laboratory 

 Filtration 

ＡＳＴＭ Ｄ ５４５３   Sｔａｎｄａｒｄ Test Method for Determination of Total Sulfur in Light Hydrocarbons, Spark 

Ignition Engine Fuel, Diesel Engine Fuel, and Engine Oil by Ultraviolet Fluorescence 

        ＡＳＴＭ Ｄ ５９７２   Sｔａｎｄａｒｄ Test Method for Freezing Point of Aviation Fuels（Automatic Phase 

Transition Method） 

ＡＳＴＭ Ｄ ６３７９ Standard Test Method for Determination of Aromatic Hydrocarbon Types in Aviation 

Fuels and Petroleum Distillates－High Performance Liquid Chromatography Method with 

Refractive Index Detection     

ＡＳＴＭ Ｄ ７１５３   Sｔａｎｄａｒｄ Test Method for Freezing Point of Aviation Fuels（Automatic Laser Method） 

ＡＳＴＭ Ｄ ７１５４   Sｔａｎｄａｒｄ Test Method for Freezing Point of Aviation Fuels（Automatic Fiber Optical  

Method） 

        ＦＥＤ－ＳＴＤ－７９１ Testing Method of Lubricants, Liquid Fuels, and Related products 

        共同利用貯油施設向け統一規格 Aviation Fuel Quality Requirements for Jointly Operated Systems(AFQRJOS) 

                                               Joint Fuelling System Check List(Joint Check List: ジョイントチェックリスト)for 

 Jet A-1 に準拠 

 

1.4 a）2) を次のように改める。 

1.4 a）2) 仕様書 

ＤＳＰ Ｋ １０２２ 氷結防止剤  
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ＤＳＰ Ｚ １００１ 鋼製ドラム，内面塗装，２００Ｌ  

ＭＩＬ－ＤＴＬ－８５４７０ INHIBITOR, ICING, FUEL SYSTEM, HIGH FLASH NATO CODE NUMBER S-1745 

 

2.2 品質 を次のように改める。 

2.2 品質  

表１の品質は，航空機のタービンエンジン，ラムジェットエンジン及びロケットエンジンの燃料として適切な精製鉱油であっ 

て，ＪＰ－４，ＪＰ－４Ａ及びＪＰ－５については，付表１による試験方法で試験したとき，付表１の規定に適合しなければならな

い。 

Ｊｅｔ Ａ－１及びＪｅｔ Ａ－１＋については，製油所における製油所全項目試験，油槽所を経由する場合は製油所全項目試験

又はバッチ試験（外観，セーボルト，蒸留性状，引火点，密度，析出点，腐食性，実在ガム量，導電率及び水分離指数）を実施

するとともに，次の試験を実施し，ＡＳＴＭ Ｄ １６５５又は共同利用貯油施設向け統一規格に適合しなければならな

い。 

a) 契約の初回納入時，タンカー又はローリーに積み込む際には，外観，色相，密度，蒸留性状，微粒きょう雑物，導電率，腐

食，遊離水分及び底部水分（タンカーのみ。）の試験 

b) 契約の２回目以降の納入時，複数のバッチから払い出され，タンカー又はローリーに積み込む際は，外観，色相及び密度

の試験 

c) 契約の２回目以降の納入時，前荷がＪｅｔ Ａ－１又はＪｅｔ Ａ－１＋以外のタンカー又はローリーに積み込む際は，外観，色

相，密度，蒸留性状，微粒きょう雑物，導電率，腐食，遊離水分及び底部水分（タンカーのみ。）の試験 

d) タンカー又はローリーへの積み込み完了後，各ハッチ等を閉鎖する際に，水分及びきょう雑物を目視確認 

 

2.3.1 を次のように改める。 

2.3.1 酸化防止剤 

ＪＰ－５及び水素化処理油を含むＪＰ－４(ＪＰ－４Ａ)の場合は，タービン燃料中にガムや過酸化物が生成するのを防ぐため，タ

ービン燃料を製造した後，大気に触れる前に酸化防止剤を加えなければならない。 

酸化防止剤の種類及び添加量は，次による。  

a) 認められる酸化防止剤は，次のとおりとする。 

1) ２,６－ジターシャリーブチル－４－メチルフェノール  

2) ２,４－ジメチル－６－ターシャリーブチルフェノール  

3) ２,６－ジターシャリーブチルフェノール  

4) ２,４－ジメチル－６－ターシャリーブチルフェノール７２％以上，ターシャリーブチルメチルフェノール及びターシャリーブ 

チルジメチルフェノール２８％以下の混合物   

5) ２,４－ジメチル－６－ターシャリーブチルフェノール５５％以上，４－メチル－２,６－ジターシャリーブチルフェノール１５％

以上，モノメチルフェノール及びジメチルターシャリーブチルフェノール３０％以下の混合物 

b) 酸化防止剤の添加量は，次のとおりとする。  

1) ＪＰ－５及び水素化処理油を含むＪＰ－４(ＪＰ－４Ａ)の場合は，タービン燃料１Ｌに対して１７．２㎎～２４．０㎎の範囲で加え  

なければならない。  

2) 水素化処理油を含まないＪＰ－４(ＪＰ－４Ａ)の場合は，タービン燃料１Ｌに対して２４．０㎎以下の範囲で加えることができ  

る。 

2.3.4 を次のように改める。 

2.3.4 氷結防止剤  
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氷結防止剤は，次のとおりとする。 

a) ＪＰ－４Ａは，ＤＳＰ Ｋ １０２２に規定する氷結防止剤を，０．１０％～０．１５％の範囲で加えなければならない。  

b) ＪＰ－５は，特に調達要領指定書によって指定した場合，ＭＩＬ－ＤＴＬ－８５４７０に規定する氷結防止剤を， 

０．０８％～０．１１％の範囲で加えなければならない。 

c) Ｊｅｔ Ａ－１＋は，ＤＳＰ Ｋ １０２２に規定する氷結防止剤を，０．１０％～０．１５％の範囲で加えなければならない。 

 

3 品質保証 を次のように改める。  

3 品質保証 

3.1 認定検査 

ＪＰ－４，ＪＰ－４Ａ及びＪＰ－５における認定検査の検査項目及び試験方法については，付表 1 によるものとする。 

3.2 監督・検査 

a) ＪＰ－４，ＪＰ－４Ａ及びＪＰ－５において 2.1 項の認定の規定が適用される場合の検査は，付表１の検査の欄に○印を付し

た項目について実施する。その他の場合は，付表１の試験方法欄に示された試験を行うものとする。 

b) 監督及び検査の細部は，契約担当官等が定める監督・検査実施要領による。 

3.3 試料採取方法 

認定検査及び検査のための試料採取方法は，ＪＩＳ Ｋ ２２５１による。 

 

5.2 官給品 

ＪＰ－４Ａ及びＪｅｔ Ａ－１＋の製造において添加する氷結防止剤は，官給するものとし，数量等は調達要領指定書によ

る。 

 

5.3 提出物 を次のように改める。 

5.3 提出物  

Ｊｅｔ Ａ－１及びＪｅｔ Ａ－１＋を納入する際，以下の試験成績書及び品質証明書を２部提出するものとする。 

a) 試験成績書 

1) 2.2 項の製油所全項目試験成績書 

2) 2.2 項のバッチ試験成績書 

3) 2.2 項 a)， b)又は c)の試験成績書 

b) 官の示す機関等の品質証明書 

1)  2.2 項 a)又は c)の試験を実施した場合は，官の示す機関等の品質証明書を提出する。 

2) 官の示す機関等については，調達要領指定書により示す。 

 

原案作成部課等名 を次のように改める。 

原案作成部課等名：航空自衛隊 補給本部需品部 
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付表１ を次のように改める。 

付表１－品質 

項   目 

規    定 認定 

検査 
検査 試 験 方 法 ＪＰ－４ 及び 

ＪＰ－４Ａ 
ＪＰ－５ 

外観 
清澄透明で，不溶解の水，沈

殿物及び浮遊物のないこと。 
○ ○ 目視による。 

色 報告 ○ － 
ＪＩＳ Ｋ ２５８０に規定するセーボルト

色試験方法による。 

酸価 ㎎ KOH／g － ０．０１５以下 ○ ○ ＪＩＳ Ｋ ２２７６による。 

芳香族炭化水素分 

容量％ 

 

又は 

 

全芳香族分 容量％ 

２５．０以下 

○ － 

ＪＩＳ Ｋ ２５３６－１に規定する蛍光

指示薬吸着法による。 

 

 

 

２６．５以下 

ＡＳＴＭ Ｄ ６３７９に規定する

Standard Test Method for Determination of 

Aromatic Hydrocarbon Types in Aviation 

Fuels and Petroleum Distillates－High  

Performance Liquid Chromatography 

Method with Refractive Index 

Detection 

による。 

チオール（メルカプタン）

硫黄分 質量％  

又はドクター試験 

０．００３以下 ０．００２以下 

○ － ＪＩＳ Ｋ ２２７６による。 
陰性（Negative） 

硫黄分 質量％ ０．３０以下 ０．２０以下 ○ － 

ＪＩＳ Ｋ ２５４１－１,  －２，  －３， 

－４， －５， －６, －７又はＡＳＴＭ 

Ｄ ５４５３による。  

蒸 

 

留 

 

性 

 

状 

初留点 ℃ 報告 

○ ○ 

ＪＩＳ Ｋ ２２５４に規定する常圧法蒸

留試験方法又はＡＳＴＭ Ｄ ８６によ

る。 

１０％留出温度 ℃ 報告 ２０５以下 

２０％留出温度 ℃ 
９０以上 

１４５以下 

報 告 
５０％留出温度 ℃ 

１１０以上 

１９０以下 

９０％留出温度 ℃ ２４５以下 

終点 ℃ 報 告 ３００以下 

残油量 容量％ １．５以下 

滅失量 容量％ １．５以下 

引火点 ℃ － ６０．５以 上  ○ ○ ＪＩＳ Ｋ ２２６５－１又は－３による。 

密度（１５℃） 

ｇ／ ㎤ 

０．７５１ 

 ～ ０．８０２ 

０．７８８ 

 ～ ０．８４５ 
○ ○ 

ＪＩＳ Ｋ ２２４９－１，－２，－３，－

４又はＡＳＴＭ Ｄ ４０５２による。  

蒸気圧（３７．８℃） kPa １４～２１ － ○ ○ 
ＪＩＳ Ｋ ２２５８－１又は －２に よ

る。  

析出点 ℃ －５０以下 －４６以下 

○ ○ 

ＪＩＳ Ｋ ２２７６又はＡＳＴＭ Ｄ 

２３８６，５９７２，７１５３又は７１５

４による。ａ） 

動粘度（－２０℃） 

㎟／ｓ 
－ ７．０以下 ○ ○ ＪＩＳ Ｋ ２２８３による。 

  



６ 

Ｋ ２２０６Ｆ（４） 

付表１－ 品質（続き） 

項   目 

規    定 
認定 

検査 
検査 試 験 方 法 ＪＰ－４ 及び 

ＪＰ－４Ａ ＪＰ－５ 

真発熱量 ＭＪ／㎏ 
４２．８以上 ４２．６以上 ○ － ＪＩＳ Ｋ ２２７９又はＡＳＴＭ Ｄ ３３

３８による。 
水素含有量 推定質

量％ － １３．４以上 ○ － ＪＩＳ Ｋ ２２７６による。 

煙点 ㎜ 

又は 

煙点 ㎜ 及び 

ナフタレン分 容量％ 

２５．０以上 

○ － 

ＪＩＳ Ｋ ２５３７による。 

１８．０以上 

３．０以下 

ＪＩＳ Ｋ ２５３７及びＪＩＳ Ｋ ２２７６

による。 

銅板腐食（１００℃ ２ｈ）  １以下 ○ ○ ＪＩＳ Ｋ ２５１３による。 

熱安定度圧力差kPa 

加熱管たい（堆）積物 

３．３以下 

３未満 
○ ○ ＪＩＳ Ｋ ２２７６による。ｂ） 

実在ガム量  

㎎／１００ｍＬ 
７．０以下 ○ － 

ＪＩＳ Ｋ ２２６１の水蒸気噴射法による。 

微粒きょう雑物 ㎎／Ｌ １．０以下 ○ ○ ＪＩＳ Ｋ ２２７６又は附属書Ｂによる。ｃ） 

ろ過時間（分） １０以下 １５以下 ○ ○ 附属書Ｂによる。ｃ） 

水溶解度（界面状態） １ｂ以下 － ○ ○ ＪＩＳ Ｋ ２２７６による。 

水分離指数 ｄ) ７０以上 ○ ○ ＪＩＳ Ｋ ２２７６による。 

導電率 pS／m １５０～６００ ｅ） － ○ ○ ＪＩＳ Ｋ ２２７６による。 

氷結防止剤濃度 ｆ） 

容量％ 
０．１０ 

～ ０．１５ 
０．０８ 

～ ０．１１ － ○ ＦＥＤ－ＳＴＤ－７９１のmethod 5327, 5340

又はmethod 5342による。ｇ） 

注ａ） 試料の温度が規定温度以下－４．５℃になるまで冷却しても，炭化水素の結晶が出ない場合は，規定温度以下と報

告してよい。   

注ｂ） 熱安定度試験（ＪＦＴＯＴ法）は，次により行う。 

  1) 試験条件 

試験温度  ２６０℃ 

燃料系圧力 ３．５ MPa±０．１MPa 

     燃料流量  ３．０mＬ／分 

     試験時間  １５０分±２分 

2)  報告 

a) 試験終了時における試験フィルター前後の差圧 kPa 

b) 加熱管たい積物の評価 

注ｃ） 試料採取場所は，タンク，出荷中のパイプライン，タンカー，タンク車及びタンクローリーのいずれでもよい。試料は，４ 

Ｌ以上とする。 

注ｄ) ＪＰ－４の水分離指数の値は，腐食防止剤／潤滑性向上剤及び静電気防止剤以外の全ての添加剤を含む場合は８５ 

以上とし，静電気防止剤以外の全ての添加剤を含む場合は７０以上とする。 

注ｅ） 導電率は，タービン燃料油の油温，あるいは２９．４℃のどちらかの低い方の温度において１５０～６００pS／m の範囲

に入ること。 

注ｆ） ＪＰ－４Ａ及び氷結防止剤を添加したＪＰ－５に適用する。 

注ｇ） 試料採取場所は，納入業者の最終出荷容器とする。 
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附属書Ｂ B.5 i) を次のように改める。 

i) ろ過 時 間 を記 録 した後 ，減 圧 装 置 を止 め，約 １００mL のろ過 した石 油 エーテルで試 料 容 器 をすすぎ，

上 部 漏 斗 中 に入 れる。   

   減 圧 装 置 を始 動 し，１００mL の石 油 エーテルをろ過 する。次 に減 圧 装 置 を止 め約 ５０mL のろ過 した石

油 エーテルで漏 斗 の内 側 を洗 う。減 圧 装 置 を始 動 し，ろ過 する。再 び約 ５０mL のろ過 した石 油 エーテ

ルで操 作 を繰 り返 す。ただし，これらのろ過 操 作 を行 う際 約 ３０秒 間 はメンブランフィルターをろ過 した石

油 エーテルに浸 すためそのままの状 態 にしておく。 

   減 圧 装 置 で上 部 漏 斗 を注 意 深 くはずし，メンブランフィルターの上 のきょう雑 物 を洗 い流 さないよう注 意

しながらメンブランフィルターの端 から中 心 の方 向 に直 接 洗 浄 瓶 の石 油 エーテルで，ゆっくりとメンブラン

フィルターの周 囲 を洗 浄 する。メンブランフィルターから過 剰 の石 油 エーテルを除 去 するため，２～３秒

間 減 圧 を維 持 する。 
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1 総則  

1.1 適用範囲  

この仕様書は，航空用タービンエンジン，ラムジェットエンジン及びロケットエンジンの燃料として使用する航空タービン燃料

について規定する。 

1.2 種類  

種類は，表１による。 

表１ー種類 

種 類 物 品 番 号 納入区分 参 考 

ＪＰ－４ 
９１３０-４０７－５６１２－５ バルク  

広沸点範囲

ガソリン形 

９１３０-４０７－５６１４－５ ドラム 

ＪＰ－４Ａ ９１３０-４１４－０５９８－５ バルク 

 

ＪＰ－５ 

９１３０-００７－５７８３－５ バルク 高引火点 

灯油形 ９１３０-３１５－１５２５－５ ドラム 

Ｊｅｔ Ａ－１ 
９１３０－４２３－９４２３－５ バルク 

低析出点 

灯油形 

 ドラム 

Ｊｅｔ Ａ－１＋ 
 バルク 

 ドラム 

1.3 製品の呼び方  

製品の呼び方は，仕様書の名称及び種類による。 

例 航空タービン燃料 ＪＰ－４ 

1.4 引用文書等 

この仕様書に引用する次の文書は，この仕様書に規定する範囲内において，この仕様書の一部をなすものであり，入札書又

は見積書の提出時における最新版とする。 

a) 引用文書 

1) 規格 

ＪＩＳ Ｋ ２２４９－１ 原油及び石油製品－密度の求め方－第１部：振動法 

ＪＩＳ Ｋ ２２４９－２ 原油及び石油製品－密度の求め方－第２部：浮ひょう法 

ＪＩＳ Ｋ ２２４９－３ 原油及び石油製品－密度の求め方－第３部：ピクノメータ法 

ＪＩＳ Ｋ ２２４９－４ 原油及び石油製品－密度の求め方－第４部：密度・質量・容量換算表 

ＪＩＳ Ｋ ２２５１ 原油及び石油製品－試料採取方法 

ＪＩＳ Ｋ ２２５４ 石油製品－蒸留試験方法 

ＪＩＳ Ｋ ２２５８－１ 原油及び石油製品－蒸気圧の求め方－第１部：リード法 

ＪＩＳ Ｋ ２２５８－２ 原油及び石油製品－蒸気圧の求め方－第２部：３回膨張法 

ＪＩＳ Ｋ ２２６１ 石油製品－自動車ガソリン及び航空燃料油－実在ガム試験方法－噴射蒸発法 
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ＪＩＳ Ｋ ２２６５－３ 引火点の求め方－第 3 部：ペンスキーマルテンス密閉法 

ＪＩＳ Ｋ ２２７６ 石油製品－航空燃料油試験方法 

ＪＩＳ Ｋ ２２７９ 原油及び石油製品－発熱量試験方法及び計算による推定方法 

ＪＩＳ Ｋ ２２８３ 原油及び石油製品－動粘度試験方法及び粘度指数算出方法 

ＪＩＳ Ｋ ２５１３ 石油製品－銅板腐食試験方法 

ＪＩＳ Ｋ ２５３６－１ 石油製品－成分試験方法 第１部：蛍光指示薬吸着法 

ＪＩＳ Ｋ ２５３７ 石油製品－灯油及び航空タービン燃料油－煙点試験方法 

ＪＩＳ Ｋ ２５４１－１ 原油及び石油製品－硫黄分試験方法  第１部：酸水素炎燃焼式ジメチルスルホナゾⅢ

滴定法 

ＪＩＳ Ｋ ２５４１－２ 原油及び石油製品－硫黄分試験方法  第２部：微量電量滴定式酸化法 

ＪＩＳ Ｋ ２５４１－３ 原油及び石油製品－硫黄分試験方法  第３部：燃焼管式空気法 

ＪＩＳ Ｋ ２５４１－４ 原油及び石油製品－硫黄分試験方法  第４部：放射線式励起法 

ＪＩＳ Ｋ ２５４１－５ 原油及び石油製品－硫黄分試験方法  第５部：ボンベ式質量法 

ＪＩＳ Ｋ ２５４１－６  原油及び石油製品－硫黄分試験方法  第６部：紫外蛍光法 

ＪＩＳ Ｋ ２５４１－７ 原油及び石油製品－硫黄分試験方法  第７部：波長分散蛍光Ｘ線法(検量線法) 

ＪＩＳ Ｋ ２５８０ 石油製品－色試験方法 

ＮＤＳ Ｚ ０００１ 包装の総則 

ＡＳＴＭ Ｄ １６５５ Sｔａｎｄａｒｄ Specification For Aviation Turbine Fuels 

ＡＳＴＭ Ｄ ５４５２ Standard Test Method for Particulate Contamination in Aviation Fuels by Laboratory 

Filtration 

ＦＥＤ－ＳＴＤ－７９１ Lubricants, Liquid Fuels, and Related products; Methods of Testing 

共同利用貯油施設向け統一規格 Aviation Fuel Quality Requirements for Jointly Operated Systems(AFQRJOS) Joint 

Fuelling System Check List(Joint Check List: ジョイントチェックリスト) for Jet A-1

に準拠 

2) 仕様書 

ＤＳＰ Ｋ １０２２ 氷結防止液  

ＤＳＰ Ｚ １００１ 鋼製ドラム，内面塗装，２００Ｌ  

ＭＩＬ－ＤＴＬ－８５４７０ INHIBITOR, ICING, FUEL SYSTEM, HIGH FLASH NATO CODE NUMBER S-1745 

3) 法令等                

装備品等の製造設備等の認定に関する訓令（昭和５０年防衛庁訓令第４４号） 

b) 関連文書 

    ＭＩＬ－ＤＴＬ－５６２４ ＴＵＲＢＩＮＥ ＦＵＥＬ，ＡＶＩＡＴＩＯＮ，ＧＲＡＤＥＳ ＪＰ－４ ａｎｄ ＪＰ－５  

ＱＰＬ－２５０１７ ＩＮＨＩＢＩＴＯＲ，CORROSION/LUBRICITY IMPROVER,FUEL SOLUBLE 

 

2  製品に関する要求           

2.1 認定  

このタービン燃料(Ｊｅｔ Ａ－１及びＪｅｔ Ａ－１＋を除く。)には，装備品等の製造設備等の認定に関する訓令が適用されるもの

とする。 

2.2 品質  

表１の品質は，航空機のタービンエンジン，ラムジェットエンジン及びロケットエンジンの燃料として適切な精製鉱油であって，

ＪＰ－４，ＪＰ－４Ａ及びＪＰ－５については，付表１による試験方法で試験したとき，付表１の規定に適合しなければならない。 
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ただし，Ｊｅｔ Ａ－１及びＪｅｔ Ａ－１＋については，ＡＳＴＭ Ｄ １６５５又は共同利用貯油施設向け統一規格に適合

しなければならない。 

2.3  添加剤  

添加剤は，次に示すとおりとする。また，認定検査及び検査を実施するに当たり，使用した添加剤の種類及び添加量を報告

しなければならない。ただし，Ｊｅｔ Ａ－１及びＪｅｔ Ａ－１＋については，ＡＳＴＭ Ｄ １６５５又は共同利用貯油施設向

け統一規格に適合していることを証明する製油所全項目試験成績書及びバッチ試験成績報告書（油槽所を経由する場合）に

記載しなければならない。 

2.3.1 酸化防止剤  

酸化防止剤は，タービン燃料中にガムや過酸化物が生成するのを防ぐため，タービン燃料を製造した後，大気に触れる前に

加えなければならない。 

酸化防止剤の種類及び添加量は，次による。 

a) 認められる酸化防止剤は，次のとおりとする。 

1) ２,６ －ジターシャリーブチル－４－メチルフェノール 

2) ２,４－ジメチル－６－ターシャリーブチルフェノール 

3) ２,６－ジターシャリーブチルフェノール 

4) ２,４－ジメチル－６－ターシャリーブチルフェノール７２％以上，ターシャリーブチルメチルフェノール及びターシャリーブ

チルジメチルフェノール２８％以下の混合物  

b) 酸化防止剤の添加量は，次のとおりとする。 

1) ＪＰ－５及び水素化処理油を含むＪＰ－４(ＪＰ－４Ａ)の場合は，タービン燃料１Ｌに対して１７．２㎎～２４．０㎎の範囲で加え 

なければならない。 

2) 水素化処理油を含まないＪＰ－４(ＪＰ－４Ａ)の場合は，タービン燃料１Ｌに対して２４．０㎎以下の範囲で加えることができ 

る。 

3) Ｊｅｔ Ａ－１及びＪｅｔ Ａ－１＋の場合は，共同利用貯油施設向け統一規格による。 

2.3.2 金属不活性化剤  

a)  ＪＰ－４，ＪＰ－４Ａ及びＪＰ－５の場合は，次の金属不活性化剤をタービン燃料１Ｌに対し５．８㎎以下の範囲で加えることが

できる。 

N,N'-ジサリシリデン－１,２－プロパンジアミン又は N,N'-ジサリシリデン－１,２－シクロヘキサンジアミン 

b) Ｊｅｔ Ａ－１及びＪｅｔ Ａ－１＋の場合は，共同利用貯油施設向け統一規格による。 

2.3.3 腐食防止剤／潤滑性向上剤 

腐食防止剤／潤滑性向上剤は，次のとおりとする。 

a) ＪＰ－４，ＪＰ－４Ａ及びＪＰ－５の場合の腐食防止剤／潤滑性向上剤の種類と添加量は，附属書ＡのＱＰＬ－２５０１７ 

 ［INHIBITOR CORROSION/LUBRICITY IMPROVER，FUEL SOLUBLE］による。 

b) Ｊｅｔ Ａ－１＋は，共同利用貯油施設向け統一規格に規定するＤＣＩ－４Ａを，９～２２．５mg/L の範囲で加えなければなら

ない。 

2.3.4 氷結防止液 

氷結防止液は，次のとおりとする。 

a) ＪＰ－４Ａは，ＤＳＰ Ｋ １０２２に規定する氷結防止液を，０．１０％～０．１５％の範囲で加えなければな 

らない。  

b) ＪＰ－５は，特に調達要領指定書によって指定した場合，ＭＩＬ－ＤＴＬ－８５４７０に規定する氷結防止液を， 

０．１５％～０．２０％の範囲で加えなければならない。 
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c) Ｊｅｔ Ａ－１＋は，ＤＳＰ Ｋ １０２２に規定する氷結防止液２種を，０．１０％～０．１５％の範囲で加えなければな

らない。 

2.3.5  静電気防止剤 

 静電気防止剤は，次のとおりとする。 

a) ＪＰ－４(ＪＰ－４Ａ)に対し導電率が１５０～６００ｐＳ／ｍの範囲で加えなければならない。静電気防止剤は，Stadis 450 とす

る。 

b) Ｊｅｔ Ａ－１及びＪｅｔ Ａ－１＋の場合は，共同利用貯油施設向け統一規格による。 

 

3   品質保証 

3.1 認定検査・検査 

ＪＰ－４，ＪＰ－４Ａ及びＪＰ－５における認定検査・検査の検査項目及び試験方法については，付表 1 によるものとする。 

注記 2.1 項の認定の規定が適用される場合の検査は，付表１の検査の欄に○印を付した項目について実施する。

その他の場合は，付表１の試験方法欄に示された試験を行うものとする。 

3.2 試料採取方法 

認定検査及び検査のための試料採取方法は，ＪＩＳ Ｋ ２２５１による。 

3.3 監督・検査 

  監督及び検査は，契約担当官等が定める監督・検査実施要領による。 

 

4 出荷条件 

4.1 容器  

容器は，ＤＳＰ Ｚ １００１に規定するドラムとする。防衛省のドラムに入れて納入する場合は，所要の修理及び

完全な洗浄を行い，その外面塗装は，ＤＳＰ Ｚ １００１に規定する塗料，塗色とする。 

4.2 表示  

表示は，ＮＤＳ Ｚ ０００１による。ただし，陸上・海上・航空各自衛隊の標識は，“防衛省”と替えて表示する。 

4.3 納入単位  

納入単位は，１５℃における容量（Ｌ）とする。ただし，バルク調達のうち，タンクローリーで納入する場合は，

特に指示しない限り温度換算は行わないものとする。 

 

5 その他の指示 

5.1 納入方法等 

バルクにより調達する場合の納入方法等については，フィルターセパレーターを通した後，納入するものとし，その他は調達

要領指定書により指定するものとする。 

5.2 官給品 

ＪＰ－４Ａ及びＪｅｔ Ａ－１＋の製造において添加する氷結防止液は，官給するものとし，数量等は調達要領指定書による。 

5.3 提出物 

Ｊｅｔ Ａ－１及びＪｅｔ Ａ－１＋を納入する際，以下の成績書等を２部提出するものとする。 

a) ＡＳＴＭ Ｄ １６５５又は共同利用貯油施設向け統一規格に適合していることを証明する製油所全項目試験成績

書及びバッチ試験成績報告書(油槽所を経由する場合) 

b) 官の示す機関等の品質証明書 

官の示す機関等については，調達要領指定書により示す。 

 原案作成部課等名：航空自衛隊 補給本部 第１部 
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付表１－ 品質 

項   目 

規    定 
認定 

検査 
検査 試 験 方 法 ＪＰ－４ 及び 

ＪＰ－４Ａ 
ＪＰ－５ 

外観 
清澄透明で，不溶解の水，沈殿

物及び浮遊物のないこと。 
○ ○ 目視による。 

色 報告 ○ ― 
ＪＩＳ Ｋ ２５８０に規定するセー

ボルト色試験方法による。 

酸価 ㎎ KOH／g ０．０１５以下 ○ ○ ＪＩＳ Ｋ ２２７６による。 

芳香族炭化水素分 

容量％ 
２５．０以下 

○ ― 
ＪＩＳ Ｋ ２５３６－１に規定する

蛍光指示薬吸着法による。 非芳香族オレフィン炭

化水素分 容量％ 
５．０以下 

チオール（メルカプタン）

硫黄分 質量％  

又はドクター試薬 

０．００２以下 

○ ― ＪＩＳ Ｋ ２２７６による。 
陰性（Negative） 

硫黄分 質量％ ０．４０以下 ○ ― 

ＪＩＳ Ｋ ２５４１－１，－２，

－３，－４，－５，－６又は－７に

よる。 

 

蒸 

 

留 

 

性 

 

状 

初留点 ℃ 報告 

○ ○ 
ＪＩＳ Ｋ ２２５４に規定する常圧

法蒸留試験方法による。 

１０％留出温度 ℃ 報告 ２０５以下 

２０％留出温度 ℃ １００以上 

報 告 ５０％留出温度 ℃ １２５以上 

９０％留出温度 ℃ 報告 

終点 ℃ ２７０以下 ３００以下 

残油量 容量％ １．５以下 

滅失量 容量％ １．５以下 

引火点 ℃ ― ６１を越える ○ ○ ＪＩＳ Ｋ ２２６５－３による。 

密度（１５℃） 

ｇ／ ㎤ 

０．７５１ 

 ～ ０．８０２ 

０．７８８ 

 ～ ０．８４５ 
○ ○ 

ＪＩＳ Ｋ ２２４９－１,－２，－

３又は－４による。 

蒸気圧（３７．８℃） kPa １４～２１ ― ○ ○ 
ＪＩＳ Ｋ ２２５８－１，又は－

２による。 

析出点 ℃ －５８以下 －４６以下 ○ ○ ＪＩＳ Ｋ ２２７６による。ａ） 

動粘度（－２０℃） 

㎟／ｓ 
― ８．５以下 ○ ○ ＪＩＳ Ｋ ２２８３による。 

アニリン・ＡＰＩ度積 

    又は 

真発熱量 ＭＪ／㎏ 

５２５０以上 ４５００以上 

○ ― 

ＪＩＳ Ｋ ２２０６による。 

４２．８以上 ４２．６以上 ＪＩＳ Ｋ ２２７９による。 

水 素 含 有 量  推 定 質

量％ 
１３．５以上 １３．４以上 ○ ― ＪＩＳ Ｋ ２２７６による。 

煙点 ㎜ ２０．０以上 １９．０以上 ○ ― ＪＩＳ Ｋ ２５３７による。 

銅板腐食 

（１００℃ ２ｈ） 
１以下 ○ ○ ＪＩＳ Ｋ ２５１３による。 

熱安定度圧力差kPa 

管たい（堆）積物 

３．３以下 

３未満 
○ ○ ＪＩＳ Ｋ ２２７６による。ｂ） 

実在ガム量  

㎎／１００ｍＬ 
７．０以下 ○ ― 

ＪＩＳ Ｋ ２２６１の水蒸気噴射

法による。 
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                                         付表１－ 品質（続き） 

項   目 
規    定 

認定 

検査 検査 試 験 方 法 ＪＰ－４ 及び 

ＪＰ－４Ａ ＪＰ－５ 

微粒きょう雑物 ㎎／Ｌ １．０以下 ○ ○ ＪＩＳ Ｋ ２２７６又は附属書Bによる。ｃ） 

ろ過時間（分） １０以下 １５以下 ○ ○ 附属書Bによる。ｃ） 

水溶解度（界面状態） １ｂ以下 ○ ○ ＪＩＳ Ｋ ２２７６による。 

水分離指数 ｄ) ７０以上 ○ ○ ＪＩＳ Ｋ ２２７６による。 

導電率 pS／m １５０～６００ ｅ） － ○ ○ ＪＩＳ Ｋ ２２７６による。 

過酸化物価 質量ppm － ８．０以下 ○ － ＪＩＳ Ｋ ２２７６による。 

氷結防止液濃度 ｆ） 

容量％ 
０．１０ 

～ ０．１５ 
０．１５ 

～ ０．２０ － ○ ＦＥＤ－ＳＴＤ－７９１のmethod 5327, 5340

又はmethod 5342による。ｇ） 

注ａ） 試料の温度が規定温度以下－４．５℃になるまで冷却しても，炭化水素の結晶が出ない場合は，規定温度以

下と報告してよい。   

ｂ） 熱安定度試験（ＪＦＴＯＴ法）は，次により行う。 

  1) 試験条件 

試験温度  ２６０℃ 

燃料系圧力 ３．４５ MPa 

     燃料流量  ３．０mＬ／分 

     試験時間  ２．５時間 

2)  報告 

a) 試験終了時における試験フィルター前後の差圧 kPa 

b) 加熱管たい積物の評価 

ｃ） 試料採取場所は，タンク，出荷中のパイプライン，タンカー，タンク車及びタンクローリーのいずれでもよ 

い。試料は，４Ｌ以上とする。 

 ｄ) ＪＰ－４の水分離指数の価は，腐食防止剤／潤滑性向上剤及び静電気防止剤以外の全ての添加剤を含む場合

は８５以上とし，静電気防止剤以外の全ての添加剤を含む場合は７０以上とする。 

  ｅ） 導電率は，タービン燃料油の油温，あるいは２９．４℃のどちらかの低い方の温度において１５０～６００ 

    pS／m の範囲に入ること。 

  ｆ） ＪＰ－４Ａ及び氷結防止液を添加したＪＰ－５に適用する。 

  ｇ） 試料採取場所は，納入業者の最終出荷容器とする。 
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附属書 A 

（規定） 
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附属書 Ｂ   

（規定） 

ろ過時間及び微粒きょう雑物試験方法 
B.1 適用範囲  

この附属書は，航空タービン燃料のろ過時間及び微粒きょう雑物を同時に試験する方法について規定する。 

B.2 試験方法の概要  

メンブランフィルターを用いて，航空タービン燃料３．７９Ｌをろ過する。ろ過するのに要する時間及び含まれる固形物の質

量を測定する。 

B.3 試験装置及び器具 

B.3.1 メンブランフィルター  

白色，直径４７㎜で孔径０．８μm のもの（ＡＳＴＭ Ｄ ５４５２に示されているもの。）。 

B.3.2 ろ過装置  

上部漏斗，フィルター保持台付き下部漏斗からなり，メンブランフィルターを上部漏斗の密閉面と下部漏斗との間に挟んで

締め付けることができるもの（ＡＳＴＭ Ｄ ５４５２に示されているもの。）。 

a) インサートリング インサートリングはＪＰ－４（ＪＰ－４Ａ）の試験の場合のみ使用する。直径４７㎜のステンレススチール

製又は４．８㎠のろ過面積を持つ寸法のペーパーフローレデューサーリング（Ｍｉｌｌｉｐｏｒｅ Ｃｏｒｐ．ｐａｒｔ ＮＯ．ＸＸ１０ 047 

０７又はＸＸ１０ 047 １０） 

b) 吸入瓶 容量４Ｌ以上のもの。 

c) 減圧装置 減圧度６７．５ｋPa（５０８mmHg）以上が得られるもの。 

d) 乾燥器 ９０±５℃に保持できるもので，かき混ぜ装置を備えていないもの。 

e) ピンセット 先端から平らで尖ってなく刻み目のないもの。 

f) 洗浄瓶 最大孔径１．２μm の溶剤ろ過用フィルターが取り付けられているもの。 

g) ガラス製ペトリ皿 蓋付で直径１２５㎜のもの。 

h) 化学はかり 感量０．１㎎以下のもの。 

B.4 試験器具の準備 

a) 吸引瓶を除くすべてのろ過装置，試料容器及び試料容器蓋は，ＡＳＴＭ Ｄ ５４５２の９．１の操作で清浄にし

なければならない。 

b) ろ過装置のすべての金属部分は電気的に接合又は接地されていなければならない。金属製の試料容器やインサートリ

ングを使用する場合も同様とする。 

c) その他の安全上の注意は，ＡＳＴＭ Ｄ ５４５２を参照すること。 

B.5 試験の手順 

a) メンブランフィルターをパッケージから取り出し，最低１５分間９０℃に保った乾燥器に入れる。乾燥後メンブランフィルタ

ーをデシケーター中に保管する。 

b) 放冷後メンブランフィルターの質量を測定する。９０㎎を超える質量のフィルターは，試験に使用してはならない。 

c) インサートリングをフィルター保持台の中心に置く。 

メンブランフィルターをインサートリングの上に直接置き，上部漏斗をその位置で取り付ける。 

d) ろ過に先立ち，試料を均一にするためよく振って混合する。試料温度が３０℃を超えてないことを確認する。きょう雑物が

入り込むことを防ぐため，試料容器の外面及び上部を清浄にする。試料中の遊離水の存在は，ろ過時間を長くし無効な

結果となる。 

e) 減圧装置が静止の状態で，漏斗に約２００ｍＬの試料を注ぐ。 

f) 減圧装置を始動し，開始時刻を記録する。試料が均一になるように試料容器を時々振って混合しながら３．７９Ｌの試料

のろ過を続ける。 

   ろ過開始１分後に減圧度をｋＰａ（mmHg）で記録し，ろ過終了直前に再び記録する。 
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   ろ過試験中，メンブランフィルターは常に試料でおおわれているように漏斗には十分な量を維持する。 

g) ほぼ全量がろ過したら，ろ過時間を最も近い整数で表される分単位で報告する。もし３０分以内に３．７９L のろ過が終了

しなかった場合は試験を中止し，ろ過された試料容量を測定する。このような場合は，３０分でろ過した試料容量を報告

する。 

h) f)で得られた２つの読みの平均値から減圧度をｋPa（mmHg）で報告する。 

i) ろ過時間を記録した後，減圧装置を止め，約１００mL のろ過した石油エーテルで試料容器をすすぎ，上部漏斗中に入 

れる。   

   減圧装置を始動し，１００mL の石油エーテルをろ過する。次に減圧装置を止め約５０mL のろ過した石油エーテルで漏斗

の内側を洗う。減圧装置を始動し，ろ過する。再び約５０mL のろ過した石油エーテルで操作を繰り返す。ただし，これら

のろ過操作を行う際約３０秒間はメンブランフィルターをろ過した石油エーテルに浸すためそのままの状態にしておく。 

   減圧装置で上部漏斗を注意深くはずし，メンブランフィルターの上のきょう雑物を洗い流さないよう注意しながらメンプラ

ンフィルターの端から中心の方向に直接洗浄瓶の石油エーテルで，ゆっくりとメンブランフィルターの周囲を洗浄する。メ

ンプランフィルターから過剰の石油エーテルを除去するため，２～３秒間減圧を維持する。 

j) ピンセットを用い，注意深くフィルター保持台からメンブランフィルターをはずし，清浄なペトリ皿に入れる。ペトリ皿の蓋を

ずらして，９０℃に保った乾燥器で最低１５分間乾燥する。 

   ペトリ皿をデジケーターに入れて，１５分以上冷却する。  

もし，１試料以上処理する場合は，デジケーターでの冷却時間は増やさなくてはならない。 

   冷却後，メンブランフィルターの質量を測定する。 

k) 次式を用いて，微粒きょう雑物含有量を㎎／L で報告する。 

 

メンブランフィルターの質量増加（㎎） 

――――――――――――――――――  ＝ ㎎／L 

３．７８５（L） 

l) 万一ろ過時間３０分を超えても試料の一部がろ過されないなら，微粒きょう雑物含有量を次式で計算する。 

３．７８５から残った試料の容量（mL）を差し引くことにより，ろ過試料（mL）の容量が求められる。 

 

メンブランフィルターの質量増加（㎎） 

――――――――――――――――――  ＝ ㎎／L 

ろ過試料の容量（mL） × ０．００１ 

B.6 試験限界値 

B.6.1 ろ過時間 

a) 最大ろ過時間は，ＪＰ－４（ＪＰ－４Ａ）は１０分，ＪＰ－５は１５分である。 

b) 減圧度は，試験を通して６７．５ｋＰａ（５０８mmHg）を超えること。［すなわちフィルター前後の差圧が６７．５ｋＰａ（５０８

mmHg）を超えること。］ 

B.6.2 微粒きょう雑物  

微粒きょう雑物の最大許容量は，１．０㎎／Ｌである。 

B.7 備考 

a) もし，ろ過時間の測定が要求され，微粒きょう雑物含有量は要求されない場合，B.5 ｉ），B.5 ｊ），B.5 ｋ），B.5 

ｌ）の手順を省略して試験を実施する。 

b) もし，微粒きょう雑物含有量の測定が要求され，ろ過時間の測定が要求されない場合は，インサートリングの使用を省略

することができる。特殊分析又は一連の分析のためにコントロールフィルターを使用することは許されるが，特に要求する

ものではない。このコントロールフィルターを用いて試験を行う場合は，ＡＳＴＭ Ｄ ５４５２に規定されている手順

が適用される。 

 


